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６ 研究活動報告 

環境科学国際センターでは様々な調査研究活動を実施している。それらの成果については積極的に発表し、行政、県民、学

会等での活用に供している。学術的な価値のあるものについては論文にまとめて学術誌へ投稿することにより発表しているが、そ

れ以外にも比較的まとまった成果は多い。ここではこれらの調査研究成果のうち、論文や種々の報告書に掲載されていないもの

を紹介する。今号では、当センターの自主的な研究課題として設定し、研究活動を実施しているもののうち、平成29年度までに終

期を迎えた課題のほか、平成30年度に取りまとめた成果や情報について報告する。 

 

６．１ 研究報告 

埋立廃棄物の組成変化を考慮した最終処分場内部の安定化挙動に関する研究 ……………………………………………… 

……………………………………………………………………… 磯部友護、川嵜幹生、長谷隆仁、鈴木和将 

  

６．２ 資料 

埼玉県における絶滅危惧植物の分布と減少要因の解析 …………………………………………………… 三輪誠、嶋田知英 

 

太陽光発電パネル設置による蒸発量への影響についての研究 ―発電パネルを模擬した太陽光遮蔽設備による実験― … 

……………………………………………………………………………………………………………長谷隆仁 
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埼玉県環境科学国際センター報 第19号 

［研究報告］ 

埋立廃棄物の組成変化を考慮した最終処分場内部の 
安定化挙動に関する研究 

   

磯部友護 川嵜幹生 長谷隆仁 鈴木和将 

 

要 旨  
循環型社会の推進に伴い、今後、埋立廃棄物の質と量が変化していくと予想される。そこで、最終処分場における安定化

挙動を把握するために組成の異なる廃棄物からのイオン類溶出挙動などを調べるカラム試験や、複数の最終処分場におい

て内部温度や発生ガスなどのモニタリングを行った。その結果、カラム試験では焼却残さ割合とイオン溶出量に正の相関が

見られた。一方、モニタリングでは焼却残さと不燃残さの混合割合の違いによりメタンガスや水素ガスの発生濃度が変化し、

安定化挙動に影響を与えることが示された。また、内部温度やメタンガスの濃度変化から、埋立終了１～２年後には安定化プ

ロセスにおけるメタン生成定常期に移行していることが明らかになった。さらに、最終処分場の冠水が安定化挙動に与える影

響や、飛灰固化物の埋立による安定化遅延に関する知見が得られた。 

  

キーワード: 最終処分場､安定化、モニタリング 

  

  

 背景と目的 

 

我が国では循環型社会の形成・推進に伴い、廃棄物の排

出量が漸減していることから最終処分場（以下、処分場）への

埋立量が減少し、処分場の残余年数は延び、延命化が進む

好循環を維持しているといえる。 

他方、埼玉県においては、焼却残さのセメント原料へのリサ

イクルが進んでおり、県内の管理型処分場では埋立量の減少

だけでなく、焼却残さよりも不燃残さが多くなっているという、一

般的な管理型処分場とは埋立廃棄物の質が異なる逆転現象

が発生している（図１）。今後、焼却残さのリサイクルがさらに広

がることにより、このような現象は我が国の処分場でも増えてく

るものと考えられ、埼玉県の処分場は将来の我が国の処分場

の姿を先行していると推察される。 

 

図１ 県内の管理型処分場における埋立廃棄物量の推移 

しかしながら、処分場の延命化や埋立廃棄物の質的変化は、

処分場閉鎖までの期間が延びることを意味しており、埋立作

業や浸出水処理といった維持管理業務の長期化や、管理費

用の増大といった問題の内包化に加え、浸出水処理や処分

場内部の安定化状況に影響を及ぼすことが予想される。 

長期間にわたり維持しなければならない処分場を適切に管

理していくためには、埋立廃棄物の質的・量的な変化を見据

え、処分場内部の廃棄物がどのように、どの程度の期間で安

定化していくかを把握することが非常に重要な課題となる。そ

こで本研究では、現在から将来に渡る埋立廃棄物における処

分場内での安定化を評価することを目的として、上述したよう

な我が国の将来の処分場像を反映していると考えられる処分

場を調査対象とし安定化の指標となる温度や発生ガス等のモ

ニタリングを実施した。 

 

 方法 

  

２．１ 調査対象 

本研究では埼玉県内で運用中の３つの処分場（A～C）を対

象とした。管理型処分場であるA処分場は一般廃棄物の焼却

残さと不燃残さ、産業廃棄物の燃えがらと廃プラが主な埋立

物であり、焼却残さよりも不燃残さの埋立量の割合が高くなっ

ていることから、上述した将来の処分場像を反映した処分場と

して選定した。Ｂ、C処分場は一般廃棄物処分場であり、Ｂ処

分場は焼却残さ（底灰）のみの一般的な処分場として、また、C
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処分場では飛灰固化物と溶融スラグのみを埋め立てており、

焼却残さのリサイクル推進によりこのような処分場が今後増え

ることを想定して、それぞれ調査対象とした。 

 

２．２ カラム試験による溶出挙動 

 A～C処分場の埋立物の溶出挙動を把握するため、カラム試

験を行った。それぞれの処分場において、搬入されてきた廃

棄物を採取した。実験室に持ち帰った後、10mm以下に粒度

調整したものを試験用の試料とした。 

 実験概要を図２に示す。カラムには内径10cmφ、高さ20cm

の透明塩ビ管を用いた。試料の充填体積は1.57Ｌとした。試料

は突き固めながら充填し、充填量はそれぞれ1970g、充填密

度は1.26g/cm3とした。カラム下部よりペリスタリックポンプで精

製水を通水し、カラム上部からの流出水を一定時間ごとに採

取し、pH、電気電導率（EC）、各イオン濃度を測定した。通水

速度は1.4mL/min（降雨強度10mm/h）とした。上述したようにA

処分場では焼却残さと不燃残さの埋立割合が変化しているこ

とから、2013、2008、2003年度における埋立廃棄物の割合を

模した条件をそれぞれRun1、2、3として実験を行った（表１）。

また、Ｂ処分場では焼却残さのみ、C処分場では飛灰固化物

と溶融スラグの埋立割合を模した条件をそれぞれRun4、5とし、

同様に実験を行った。 

図２ カラム試験概要 

表１ カラム試験実験条件 

 

２．３ 処分場におけるモニタリング 

（１）A処分場 

 最終層（中間覆土厚さ0.5m、廃棄物層厚さ2.5m）において

2015、2016年度の埋立管理記録から焼却残さの埋立割合が

異なる６箇所のセル1～6を選定し（表２）、各セルの深度1.0、

2.5m地点にモニタリング設備をそれぞれ設置した。設置には

エンジン式のパーカッション採土器（DIK-121E、大起理化工

業）を用いて穿孔（約60mmφ）を行い、それぞれの設備を埋

設した。モニタリング設備は、内部の温度、含水率、電気伝導

率を測定するためのセンサー、内部ガスを採取するための観

測井、内部間隙水を採取するための間隙水採取器で構成さ

れている。センサーはロガーによる自動計測、内部ガスはガス

モニター（GA5000、Geotech）を用いた現場測定、間隙水は実

験室での化学分析によりそれぞれデータを取得した。 

表２ A処分場の各セルにおける埋立廃棄物量の割合 

セル1～3は埋立終了から約１年経過した2016年７月から、

セル4～6は埋立終了直後（約２ヶ月後）の2016年８月から2019

年２月までモニタリングを行った。 

（２）Ｂ、C処分場 

Ｂ処分場では2015、2016年度の埋立区画に、C処分場では

2016年度の埋立区画にそれぞれモニタリング設備を設置した。

ともに中間覆土は敷設されておらず埋立記録を踏まえ設置深

度は1.0mとした。設備内容や設置方法はA処分場と同様であ

る。モニタリング期間は2016年７月から2018年11月までとした。 

 

 結果と考察 

 

３．１ カラム試験結果 

 Run1～3における通水量（液固比）に対するpHとECの変化

を図３に示す。pHは通水1000mL以下の初期に8～9であり、そ

の後、増減を経ながらも緩やかに上昇し10～11で安定する傾

向が、また、ECは通水開始に伴い急激に増加し600mL（液固

比0.3）付近でピーク値を示した後、緩やかに減少していく傾

向が、それぞれRun1～3に共通して確認された。Run1では通

水量400mL付近の初期にpHの一時的な低下が見られたが、

Run2、3では見られなかった。Run1のpHの低下に伴うECの上

昇はStanforthらが示したような理論的分解曲線と同様であっ

た1)。焼却残さの混合割合が小さいRun1では、不燃残さ由来

の有機物含有割合が大きくなり、有機物分解に伴う有機酸生

成の寄与が大きくなったことが一因であると考えられた。他方、

図には示していないが、Run4とRun5はともに液固比10を越え

てもpHが12を維持しており、不燃残さを含まない場合、高アル

カリの状態が続くことが示された。また、Run5のECはRun1～3

と同時期にピーク値を示したがRun1～3の25倍以上の40S/mと

極めて高い値を示すことが明らかとなった。 

焼却残渣 不燃残渣
1 2015/6/25 13.2 11 57
2 2015/6/11 15.9 35 31
3 2015/5/22 16.8 41 33
4 2016/6/1 11.8 14 44
5 2016/6/7 12.4 33 33
6 2016/6/6 13.2 40 27

セル
番号 埋立日 埋立量

[t]
一般廃棄物埋立割合[％]

P

精製水

20
cm

10cmφ

フラクションコレクター

一廃 一廃 産廃 産廃

焼却灰 不燃残さ 燃えがら 廃プラ

Run 1 2013 28 39 5 28

Run 2 2008 36 33 3 28

Run 3 2003 49 23 3 25

Run 5 2015
飛灰固化物 溶融スラグ

71 29

 
模擬埋
立年度

廃棄物混合割合（％）

Run 4 2013
焼却灰

100
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(a) pH 

(b) EC 

図３ カラム試験結果 

通水量に対するイオン濃度変化を見ると、ナトリウムイオン、

カリウムイオン、塩化物イオンともにECの変動パターンと非常

に近似しており、溶出開始とともに急激に濃度上昇し、液固比

0.3付近でピークが出現した後に緩やかに減衰し液固比1.5以

後にはピークは消失していく傾向が示された。また、本調査で

分析したイオン種（Na+、K+、Cl-、Ca2+、SO4
2-）によるピーク位

置のずれは見られなかった。さらに、ピーク値、減衰速度、減

衰後の濃度推移におけるRun1～3の順もカルシウムイオンを

除き、ECの変動パターンと同一であった。さらに、Run1～3に

おいて測定した溶出濃度に通水量を乗じ得られた溶出量と焼

却残さの混合割合との関係を求めたところ、図４に示すように

イオン類については高い直線性が得られ、イオン成分の溶出

量は焼却残さからの寄与が大きく、その混合割合と正の相関

があると示唆された。他方、全有機炭素（TOC）にはこのような

関係が見られなかった。 

図４ 焼却残さの混合割合に対する溶出量 

これらのことから、処分場内部の溶出挙動は埋立廃棄物の

質に大きく依存し、不燃残さの割合が大きいほどイオン類の溶

出量は低減するものの有機汚濁成分についてはその限りでは

ないことが明らかになった。不燃残さには汚れ等の付着物や

洗剤やパーソナルケア製品といったプラ製品由来の残存有機

物が含まれていることが筆者らの別の研究により明らかになっ

ており2)、今後、不燃残さの埋立割合が多くなることにより、相

対的に有機汚濁負荷が上昇する可能性が示唆された。 

 

３．２ モニタリング結果 

本稿では主に定常的にデータが取得できた内部温度、内

部ガス濃度について報告する。EC、含水率については連続

的なデータ取得ができていなかったり、時間経過に伴うセンサ

ーの異常が生じた地点が複数確認された。この原因として、セ

ンサーと廃棄物層の接触不良や、センサーの劣化が考えられ、

モニタリング継続のためにはセンサーの埋設方法改善や定期

的な交換方法が必要であることが示唆された。 

（１）A処分場 

内部温度：内部温度のモニタリング経過においては、いず

れのセルも深度1.0mでは外気温に追従した温度変化を示し

た。一方、深度2.5mを見ると、セル4～6では埋立直後には約

40℃であったものの約１年後には30℃以下まで低下していた

（図５）。セル1～3では冬季に低く夏季に高いという変動を有

するものの20～30℃の範囲で安定していた。このことから、埋

立開始約１年後には内部温度は安定化することが示された。

また、外気温の影響が小さい深度2.5mでは廃棄物の埋立割

合による内部温度の相違は小さく、概ね一様の変動を示した。 

(a) セル 1～3（深度 1.0m） 

(b) セル 1～3（深度 2.5m） 

図５ Ａ処分場における内部温度変化 
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(c) セル 4～6（深度 1.0m） 

(d) セル 4～6（深度 2.5m） 

図５ A処分場における内部温度変化（続き） 

内部ガス：全てのセルにおいて二酸化炭素は検出されず、

焼却残さによる中和の影響が示唆された。深度2.5mにおける

メタン濃度を図６に示す。メタンはモニタリング開始後にピーク

を示したものの、その後は各セルにおいて一定の値で推移し

ていた。さらに、酸素はほとんど検出されなかったことから、埋

立層内の安定化プロセスにおけるメタン生成定常期に速やか 

(a) セル 1～3 

(b) セル 4～6 

図６ A処分場におけるメタンガス濃度変化 

に移行している可能性が示された。ただし、セル4～6では

2019年２月のモニタリング時にわずかな濃度上昇が確認され

たことから、今後の濃度推移を調査する必要がある。次に、深

度2.5mにおける水素の濃度変化を図７に示す。セル4～6では

埋立直後に5000～20000ppmのピーク値を示し、その後は減

衰し１年半後には数百～数十ppmまで低下していた。この傾

向は埋立終了から１年経過してからモニタリングを開始したセ

ル1～3における濃度と整合していることから、水素の発生は埋

立終了から１年半程度で安定化することが明らかとなった。焼

却残さと不燃残さの埋立量の割合に対するガス濃度に着目す

ると、焼却残さの割合が小さいほどメタン濃度は高く、かつ水

素濃度は低くなっていた。これは前項で述べた通り、不燃残さ

の割合が多くなると残存有機物の影響が大きくなる可能性が

高くなる考察と合致しており、将来的にはメタン濃度が微増す

る可能性を示唆する結果であるといえる。 

(a) セル 1～3 

(b) セル 4～6 

図７ A 処分場における水素ガス濃度変化 

（２）Ｂ処分場 

Ｂ処分場では台風等の影響によりモニタリング期間中に一

時期冠水してしまう特殊な状況が発生し、この期間はメタン及

び二酸化炭素は検出することができなかった。非冠水期間の

水素濃度を見ると１年経過後は10000ppm以上の高い値であ

ったものの２年経過後には約4000ppmまで低下していた（図８）。

また、特筆すべき事象として、ECのモニタリング結果を見ると、

冠水状況が改善された後は内部の電気伝導率が低下し、洗

い出しが著しく進行することが確認された（図９）。このことは、

浸出水中の化学物質濃度が著しく上昇することを示しており、

浸出水処理施設への負荷が急激に高まる可能性を示唆して
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いる。近年、ゲリラ豪雨等の強雨イベントの発生頻度が高まっ

ており、このような処分場の冠水事案は今後増えることが予想

されることから、冠水対策とともに水処理施設の運転管理にも

留意が必要であるといえる。 

図８ Ｂ処分場における水素ガス濃度変化 

図９ Ｂ処分場におけるEC変化 

（３）C処分場 

飛灰固化物と溶融スラグのみを埋め立てているC処分場で

は、メタンや二酸化炭素は検出されず水素ガスもピーク値で

約600ppmとA、Ｂ処分場に比べ低い値であった。他方、カラム

試験と同様にECが非常に高く、モニタリング期間中のほとんど

においてセンサーの測定上限（1S/m）を下回ることがなかった

（図10）。ECは降雨直後の飽和状態においてのみ測定が可能 

図10 C処分場におけるEC変化 

であったため見かけ上ECの変動が大きくなっているが、実際

はECの高い状態が継続されており、C処分場における安定化

は遅くなる可能性が示された。焼却残さのリサイクルが進んで

いく将来において、相対的に処分場への飛灰の埋立割合の

増加が予想されるだけでなく、飛灰を埋め立てていなくとも今

後は飛灰を受け入れていかざるを得ない状況の処分場も出て

くる可能性が考えられる。このことは今後の処分場維持管理に

おいて、認識すべき課題となるといえる。 

 まとめと今後の課題 

 

本研究より、実際の埋立廃棄物を用いたカラム試験から廃

棄物の種類や混合割合に対する溶出挙動を、実際の処分場

でのモニタリング結果からA処分場では埋立終了後１～２年で

すでに安定化プロセスにおけるメタン生成定常期にあるととも

に、焼却残さの埋立割合によってメタン、水素の発生濃度に

差が見られたことから安定化挙動が異なることを、それぞれ明

らかにした。さらに、本稿では触れていないが比抵抗モニタリ

ングにより安定化の重要な因子である水分移動に伴う洗い出

しの進行状況を可視化できることも示唆されている3）。他方、Ｂ

処分場のモニタリングからは冠水状態が洗い出しに与える影

響を、C処分場のモニタリングからは飛灰固化物の埋立による

安定化遅延の可能性を、それぞれ明らかにした。これらの結

果より、焼却残さリサイクルが進んでいく今後の循環型社会に

おける処分場の安定化挙動を把握することができただけでな

く、ゲリラ豪雨といった異常気象が維持管理に与える影響につ

いての知見も得ることができた。 

今後の課題として、メタン生成定常期がいつ収束するのか

等、中長期的なモニタリングを継続していく必要がある。 
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A study on the solid waste stabilization in landfills for expected changes of waste composition 
 

Yugo ISOBE, Mikio KAWASAKI, Takahito HASE and Kazuyuki SUZUKI 

 

Abstract 
Observations of landfill inside and lysimeter experiments of several waste compositions, the mixing ration of 

incineration ash and incombustible residue, are conducted in order to evaluate of waste stabilization looking forward 
future waste quality change. The positive correlations between waste compositions and ionic elution are indicated 
from lysimeter experiments. In addition, our data of landfill observations revealed that the waste composition affected 
the concentrations of methane and hydrogen gaseous. And we concluded that these landfill sites were in the phase of 
steady-state methane formation one to two years after landfilling operation by the temporal change data of inner 
temperature and methane concentration. In addition, we evaluated not only the influence of overhead flooding on 
waste stabilization, but also the delay of waste stabilization by landfilling chemical treated incineration fly ash. 

 
Key words: landfill, stabilization, monitoring 
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埼玉県環境科学国際センター報 第19号 

［資  料］ 

埼玉県における絶滅危惧植物の分布と減少要因の解析 
  

三輪誠 嶋田知英 
 

 

 はじめに 

 

埼玉県では、生物多様性保全の一環として、絶滅が危惧さ

れている動植物についてレッドデータブック動物編と植物編

（図１）を作成し、それらの保護を推進している。現在、レッドデ

ータブック動物編には842種が、植物編には1031種が、それぞ

れリストアップされている1,2)。レッドデータブック掲載種の中で

も、特に重点的に保護する必要がある動植物種は、「埼玉県

希少野生動植物の種の保護に関する条例」に基づいて、「県

内希少野生動植物種」として、動物３種、植物19種が指定され

ている（表１）。これらの種の中で、特に計画的な保護管理が

必要な種については、「保護管理事業計画」が策定され、それ

に基づいた保護管理が行われている。なお、現在、保護管理

事業計画は、15種について策定されている。 

 

埼玉県レッドデータブックは、県内で絶滅のおそれのある野

生生物種をリストアップし、絶滅危惧のカテゴリー別に分類す

るとともに、その種に関する全般的な評価所見、県内での分布

や生育・生息に関する所見、減少要因に関する所見などを種

ごとにとりまとめて掲載したものである。そのため、埼玉県の絶

滅危惧種に関する大まかな情報は得ることができるものの、県

内での分布状況や、各分布地点での生育・生息状況、減少要

因などについての詳細な情報は得ることができない。このこと

から、行政が絶滅危惧種に関するコンサルティングや保全活

動の支援などを行おうとする場合や、その分布状況などにつ

いて解析しようとする場合においては、レッドデータブックに記

載されている情報のみの把握では不十分である。そのため、

県内の絶滅危惧種に関する詳細な情報を入手するとともに、

その分布状況などを解析するための基盤として、データベー

スの構築が必要とされている。 

これまで、埼玉県レッドデータブック動物編と植物編は、定

期的に改訂作業が行われてきた。動物編は、平成８年３月に

初版、平成14年３月に第２版、平成20年３月に第３版、平成30

年３月に第４版「埼玉県レッドデータブック2018動物編」が発行

された。また、植物編は、平成10年３月に初版、平成17年３月

に第２版が、平成24年３月に第３版「埼玉県レッドデータブック

2011植物編」が発行された。植物編については、第３版が最

新版であり、これを編さんするにあたり、リストアップされた絶滅

危惧植物の個々の生育地において分布確認調査が実施され、

生育状況などに関する情報が得られている。 

そこで、本研究では、埼玉県における絶滅危惧植物の分布

や生育状況などの基礎的情報を、レッドデータブック編さん時

に実施された分布確認調査のデータを中心に収集し、データ

ベースを構築した。また、このデータベースを用いて、県内に

おける絶滅危惧植物の分布状況やその減少要因などについ

て解析を試みた。 

  

 方法 

  

「埼玉県レッドデータブック2011植物編」を編さんする際、平

成20年から平成22年までの３年間にわたり、絶滅危惧植物に

関する分布確認調査が県内を網羅するように実施された。こ

図１ 埼玉県レッドデータブック動物編（左）と植物編（右） 

埼玉県環境科学国際センター 〒347-0115 埼玉県加須市上種足914 

表１ 県内希少野生動植物種 

動植物名 科名 動植物名 科名

ムサシトミヨ トゲウオ科 チチブイワザクラ サクラソウ科

アカハライモリ イモリ科 チチブリンドウ リンドウ科

ソボツチスガリ フシダカバチ科 キタミソウ ゴマノハグサ科

アオネカズラ ウラボシ科 キバナコウリンカ キク科

キレハオオクボシダ ヒメウラボシ科 ミヤマスカシユリ ユリ科

デンジソウ デンジソウ科 トダスゲ カヤツリグサ科

イトハコベ ナデシコ科 ムギラン ラン科

オニバス スイレン科 ホテイラン ラン科

タマノカンアオイ ウマノスズクサ科 コクラン ラン科

サワトラノオ サクラソウ科 トキソウ ラン科

サクラソウ サクラソウ科 ムカデラン ラン科

動物

植物

植物
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の調査は、埼玉県レッドデータブック植物編再改訂調査検討

会の助言の下、県がNPO法人埼玉県絶滅危惧植物種調査団

に委託したものである。この調査では、各調査地点において、

以下の14項目が記録された。 

１)植物種名、２)調査地、３)現地確認日、４)調査地が含まれ

る三次メッシュ（1km×1km）コード、５)標高、６)調査地帯区分、

７)生育状況、８)証拠標本の有無、９)現存する集団数、10)全

集団の群落総面積、11)全集団の総株数、12)以前と比較した

ときの増減、13)調査地における絶滅危惧植物の減少要因及

び14)その他の所見 

なお、各調査地点における絶滅危惧植物の減少要因につ

いては、以下の27要因が提示され、３つまでの複数回答を可

能とした。 

a)危険要因なし、b)森林伐採・整地、c)池沼開発、d)土地改

修、e)河川敷開発、f)湿地開発、g)草地開発、h)石灰採掘、i)ゴ

ルフ場、j)土地造成、k)道路新設・拡幅、l)ダム建設、m)埋め立

て・残土盛、n)水質汚染、o)農薬汚染、p)園芸採取、q)薬用採

取、r)踏みつけ、s)動物（シカ）食害、t)管理放棄、u)自然遷移、

v)気候温暖化、w)自然乾燥化、x)帰化競合、y)産地極限、z)そ

の他、aa)判断できない 

本研究では、上記の調査により得られた絶滅危惧植物に関

する情報を県みどり自然課から収集するとともに、その植物種

が属する科名や学名を「植物和名－学名インデックス」

(YList)3)から、実際に直面している埼玉県及び全国レベルで

の絶滅危惧の程度についての情報を県みどり自然課及び環

境省からそれぞれ収集し、データベースソフト「FileMaker Pro 

14」（FileMaker社製）を用いてデータベースを構築した。また、

構築したデータベースを用いて、県内における絶滅危惧植物

の分布状況やその減少要因などについて市町村別に解析を

試みた。 

 

 結果と考察 

 

３．１ データベースの構築 

平成20年から平成22年までの３年間にわたる絶滅危惧植物

の分布確認調査の結果、絶滅危惧植物が県内5891地点（調

査地点の実数）で確認された。ただし、この調査では、緯度・

経度といった確認地点が正確に特定できるデータの収集は行

われなかった。そのため、近接した地点に複数の希少種が確

認された場合、それぞれ異なる地点として記録されているもの

の、正確にそれらの位置関係の差異を判断することはできな

い。 

これらの確認情報に基づいて、各調査地点で得られた上記

の14項目についての情報などをワンシートで表示できるデー

タベースを構築した。すなわち、このデータベースには、埼玉

県における絶滅危惧植物に関する情報が、確認地点ごとに、

図２に例として示したシート（5891枚）として収納されており、各

項目の内容からの検索も可能となっている。なお、現在、この 

絶滅危惧植物に関するデータベースは、保全上の理由から、

研究と行政での利用にとどめている。 

分布確認情報が得られた5891地点で確認された絶滅危惧

植物の種数は602種であった。「埼玉県レッドデータブック 

2011植物編」には、1031種の絶滅危惧植物が掲載されている

ことから、掲載種のうちの58％について分布確認情報が得ら

れたことになる。これらの種を分類群別に見ると、維管束植物

が574種、その他の分類群（蘚苔類、藻類、地衣類及び菌類）

が28種であり、得られた情報の多くが維管束植物に関するも

のであった。 

 

３．２ 県内における絶滅危惧植物の分布状況 

構築したデータベースを用いて、県内における絶滅危惧植

物の分布状況を解析した。 

図２ 埼玉県絶滅危惧植物データベースの表示例 

図３ 絶滅危惧植物の全確認地点数（5891地点）に対

する各市町村別確認地点数の割合 
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図３に、絶滅危惧植物の確認地点数の割合を市町村別に

示した。県内で絶滅危惧植物が確認された5891地点のうち、

秩父市の確認地点数の割合が最も高く、次いで小鹿野町、飯

能市、越生町、さいたま市の順に高かった。また、絶滅危惧植

物の確認地点の半数以上が秩父地域（秩父市、小鹿野町、

横瀬町、長瀞町及び皆野町を併せた地域）とその近隣地域

（飯能市、越生町、寄居町、毛呂山町、日高市、入間市）にあ

ることが分かった。このことから、埼玉県では、秩父地域とその

近隣地域を中心とした山地と丘陵地に絶滅危惧植物が多く分

布していると考えられた。これに対して、絶滅危惧植物の確認

地点数の割合が極めて少ない（0.1％以下の）市町村は、県内

63市町村のうちの約２割に相当する13市町であった。 

図４に、絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町（秩

父市、小鹿野町、飯能市、越生町、さいたま市）で確認された

種数を示した。絶滅危惧植物の確認地点数が最も多い秩父

市では348種の絶滅危惧植物が確認され、以下順に小鹿野町

では177種、飯能市では127種、越生町では100種、さいたま市

では57種の絶滅危惧植物が確認された。これらの市町で確認

された絶滅危惧植物を、絶滅危惧のカテゴリー別に見ると、秩

父市では「絶滅危惧Ⅰ類」の割合（40.8％）が高く、小鹿野町、

飯能市及び越生町では「準絶滅危惧」の割合（それぞれ

42.4％、50.4％及び50.0％）が高い傾向にあった（表２）。また、

さいたま市では、「絶滅危惧Ⅰ類」と「準絶滅危惧」の割合（そ

れぞれ33.3％及び35.1％）がほぼ同程度であった。なお、「絶

滅危惧Ⅱ類」の割合は、いずれの市町でも大差ない状況であ

った。これらのことから、特に秩父市では、他の市町に比べて

絶滅危惧植物が多く分布し、絶滅危惧の程度を表すカテゴリ

ー別に見ても、すでに絶滅の危機に瀕している「絶滅危惧Ⅰ

類」に属する種の割合が高い状況にあることが分かった。 

 

３．３ 絶滅危惧植物の減少要因 

絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町で、構築し

たデータベースを用いてその減少要因を解析した。 

表３に、絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町にお

いて、その減少要因を割合の高い順に示した。各市町におい

て、10％以上を占める減少要因を主要な要因として着目する

と、秩父市では森林伐採・整地、動物（シカ）食害、自然遷移

及び園芸採取の順で、小鹿野町では自然遷移、石灰採掘、

森林伐採・整地、園芸採取及び動物（シカ）食害の順で、飯能

市と越生町では森林伐採・整地、園芸採取及び自然遷移の

順で、さいたま市では自然遷移、湿地開発、河川敷開発及び

自然乾燥化の順で、それぞれ減少要因としての割合が高かっ

た。 

これらの結果を踏まえて、表４に、絶滅危惧植物の主要な

減少要因を、上位５市町間での共通点を考慮してまとめた。秩

父市、小鹿野町、飯能市、越生町及びさいたま市（山地、丘陵

地及び市街地を含む地域）では自然遷移が、秩父市、小鹿野

町、飯能市及び越生町（山地及び丘陵地を含む地域）では森

林伐採・整地や園芸採取が、秩父市及び小鹿野町（山地地域）

では動物（シカ）食害が、それぞれ共通の減少要因として挙げ

られた。すなわち、自然遷移については様々な地域で生じうる

表４ 滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町間での

共通点を考慮してまとめた絶滅危惧植物の主要な減

少要因 

表３ 滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町におけ

る減少要因の割合 

減少要因 割合（％） 減少要因 割合（％） 減少要因 割合（％） 減少要因 割合（％） 減少要因 割合（％）

森林伐採・整地 25.0 自然遷移 22.9 森林伐採・整地 35.0 森林伐採・整地 24.9 自然遷移 19.6

動物（シカ）食害 19.7 石灰採掘 18.3 園芸採取 15.3 園芸採取 18.1 湿地開発 12.0

自然遷移 12.8 森林伐採・整地 18.0 自然遷移 11.6 自然遷移 10.4 河川敷開発 10.9

園芸採取 11.0 園芸採取 14.2 踏みつけ 5.1 農薬汚染 8.0 自然乾燥化 10.1

踏みつけ 9.6 動物（シカ）食害 12.6 土地改修 4.8 危険要因なし 7.7 管理放棄 9.8
自然乾燥化 6.1 踏みつけ 4.1 土地造成 4.6 道路新設・拡幅 5.9 埋め立て・残土盛 7.2

道路新設・拡幅 3.7 自然乾燥化 2.8 動物（シカ）食害 4.6 河川敷開発 5.3 土地造成 6.9

危険要因なし 3.6 道路新設・拡幅 1.8 道路新設・拡幅 3.1 土地改修 4.7 園芸採取 5.4

石灰採掘 2.2 危険要因なし 1.5 河川敷開発 2.9 土地造成 2.7 水質汚染 4.0

その他（15要因） 6.3 その他（10要因） 3.7 その他（15要因） 12.8 その他（13要因） 12.2 その他（8要因） 14.1

合計 100.0 合計 100.0 合計 100.0 合計 100.0 合計 100.0

回答数の合計注） 2962 回答数の合計 1123 回答数の合計 646 回答数の合計 337 回答数の合計 276

注）各地点における減少要因の回答は３つまでの複数回答を可能とした。

秩父市 小鹿野町 飯能市 越生町 さいたま市

＜市町＞ ＜地帯区分＞ ＜減少要因＞

秩父市、小鹿野町 山地

飯能市、越生町 丘陵地
さいたま市 市街地

秩父市、小鹿野町 山地

飯能市、越生町 丘陵地

秩父市、小鹿野町 山地 動物（シカ）食害

小鹿野町 山地 石灰採掘

さいたま市 市街地 湿地開発、河川敷開発、自然乾燥化

自然遷移

森林伐採・整地、園芸採取

348

177

127
100

57

0

100

200

300

400

秩父市 小鹿野町 飯能市 越生町 さいたま市

種
数

図４ 絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町

で確認された種数 

表２ 絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町での

絶滅危惧カテゴリー別の存在割合 
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減少要因であるが、森林伐採・整地や園芸採取については主

に山地や丘陵地、動物（シカ）食害については主に山地にお

ける主要な減少要因であると考えられた。また、さいたま市で

は湿地開発、河川敷開発及び自然乾燥化が、小鹿野町では

石灰採掘がその市町特有の減少要因として挙げられた。 

 

３．４ 秩父地域とその近隣地域での絶滅危惧植物の保全 

埼玉県では、秩父地域とその近隣地域、特に、秩父市、小

鹿野町、飯能市及び越生町を中心に絶滅危惧植物が多く分

布していることが分かった（図３、図４）。そのため、これらの市

町を中心に分布する絶滅危惧植物の保全対策を早急に検討

することが望まれる。これらの市町における主要な減少要因と

して、自然遷移、森林伐採・整地、園芸採取、動物（シカ）食害

及び石灰採掘が挙げられた（表３、表４）。したがって、この地

域に生育する絶滅危惧植物を保全するためには、これらの減

少要因の影響をできる限り軽減することが必要となると考えら

れた。 

秩父地域では、シカの食害による被害が顕在化している。

また、秩父市や小鹿野町には絶滅危惧植物が特に多く分布し

（図３、図４）、その主要な減少要因のひとつとして、動物（シカ）

の食害が挙げられた（表３、表４）。ちなみに、秩父市では、動

物（シカ）の食害が減少要因全体のうちの約２割を占めた（表

３）。現在、埼玉県では、シカの捕獲を年間3000頭程度を目標

に実施し、個体密度の低減や生息域拡大の防止に努めてい

る4)。動物（シカ）の食害が絶滅危惧植物の減少要因となって

いる秩父地域においては、計画的なシカ捕獲の推進が絶滅

危惧植物の保全に寄与することが期待される。 

 

 まとめ 

 

本研究では、「埼玉県レッドデータブック2011植物編」を編

さんするにあたり実施された県内における絶滅危惧植物の分

布確認調査の結果に基づいて、データベースを構築した。こ

のデータベースには、県内5891地点で得られた絶滅危惧植

物602種に関する情報が収納されている。また、このデータベ

ースを用いて、県内における絶滅危惧植物の分布状況や減

少要因などについて、市町村別に解析を試みた。その結果、

以下のことが分かった。 

１）県内で絶滅危惧植物が確認された5891地点のうち、秩父

市の確認地点数の割合が最も高く、次いで小鹿野町、飯能

市、越生町、さいたま市の順に高かった。また、絶滅危惧植

物の確認地点の半数以上が秩父地域とその近隣地域にあ

ることが分かった。 

２）絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町（秩父市、

小鹿野町、飯能市、越生町、さいたま市）で確認された種数

をみると、特に秩父市には多くの絶滅危惧植物（348種）が

確認され、絶滅危惧の程度を表すカテゴリー別にみても、す

でに絶滅の危機に瀕している「絶滅危惧Ⅰ類」に属する種

の割合が高い状況にあることが分かった。 

３）絶滅危惧植物の確認地点数が多い上位５市町間で共通の

減少要因を検討した結果、秩父市、小鹿野町、飯能市、越

生町及びさいたま市では自然遷移が、秩父市、小鹿野町、

飯能市及び越生町では森林伐採・整地や園芸採取が、秩

父市及び小鹿野町では動物（シカ）食害が、それぞれ共通

の減少要因として挙げられた。また、さいたま市では湿地開

発、河川敷開発及び自然乾燥化、小鹿野町では石灰採掘

による減少も指摘され、これらの要因は、その市町特有の減

少要因と考えられた。 

これらのことから、秩父地域とその近隣地域、特に、秩父市、

小鹿野町、飯能市及び越生町を中心に絶滅危惧植物が多く

分布し、その主要な減少要因として、自然遷移、森林伐採・整

地、園芸採取、動物（シカ）食害及び石灰採掘が挙げられた。

これらの減少要因による影響をできる限り軽減することを念頭

に置きつつ、現在秩父地域ではシカ捕獲が推進され、絶滅危

惧植物の保全対策を後押ししている。 

 

文 献 

1) 埼玉県環境部みどり自然課（2018）埼玉県レッドデータブック2018

動物編.  

2) 埼玉県環境部自然環境課（2012）埼玉県レッドデータブック2011

植物編 

3) 米倉浩司・梶田忠（2003）「BG Plants 和名－学名インデックス」

（YList），http://ylist.info 

4) 埼玉県（2017）第２次埼玉県第二種特定鳥獣管理計画（ニホンジ

カ） 

 



- 88 - 

埼玉県環境科学国際センター報 第19号 

［資料］ 

太陽光発電パネル設置による蒸発量への影響についての研究 
－発電パネルを模擬した太陽光遮蔽設備による実験－ 

  

長谷隆仁 

 

 

 

 はじめに 

 

2012年再生可能エネルギーの固定価格買取制度の開始以

降、わが国では太陽光発電の導入が急増した1)。廃棄物最終

処分場（以下、処分場）においても、跡地活用の手段として太

陽光発電の導入が進んだ。 

太陽光発電は、太陽放射、いわゆる太陽光のエネルギーを

利用する。一方、この太陽由来のエネルギーは、太陽から放

射される日射（短波放射）S↓と大気放射（長波放射）L↓とし

て地表面に到達、その一部は反射S↑、あるいは熱放射L↑と

して再び上方に放射され

る（図１）。その放射収支よ

り、地表面に到達する正

味の放射量は純放射量

（Rn＝S↓+L↓-S↑-L↑）

と呼ばれ、大気間を移動

する熱量（顕熱：H）、蒸発

に利用される熱量（潜熱：

IE）、及び地中を伝熱する

熱量（地中伝熱：G）に分

配され(熱収支)、地表面

での気象因子に深く関係

する。 

したがって、太陽光エ

ネルギーを発電利用する

ソーラーパネル設置は、顕熱の変化に伴う気温への影響2,3)

が懸念されているが、ほかにも純放射量や熱収支への影響は、

潜熱すなわち蒸発量の減少も引き起こす可能性がある。廃棄

物の処分場埋立地は「保有水（浸出水量）＝降水量-蒸発散

量-表面流出量」という水収支関係にあるため、蒸発量減少と

いうソーラーパネル設置による一次的影響は、処分場跡地を

設置場所とした場合、保有水（浸出水）量増加といった処分場

固有の二次的影響を引き起こす可能性がある。特に管理型処

分場の場合は、発生した浸出水の処理が必要であり、浸出水

量増加により、水処理費用の増大、調整槽への負荷増、埋立

地内部への保有水貯留の頻度増といった事態も懸念される。

以上の事から、処分場埋立跡地へのソーラーパネル設置がど

の程度蒸発量や浸出水量に影響するのかを把握する事は、

処分場への太陽光発電導入時の判断材料あるいは処分場管

理上必要と考えられる。 

蒸発量や浸出水量への影響を把握する方法として、ソーラ

ーパネル設置前後での浸出水量を比較する方法が考えられ

るが、埼玉県内で太陽光発電を導入した処分場では、浸出水

量記録がない、あるいは埋立終了後の表面遮水工や雨水排

除工などにより比較上有意義な浸出水量記録が得られなかっ

た。仮に浸出水量記録があったとしても、浸出水量は降水量

が増えれば増加するので、降水量といった大きな季節・年変

動による浸出水増減への影響と、ソーラーパネル設置による

影響を分離する必要があるが、県内処分場は、固定価格買取

制度開始以降に太陽光発電を導入しており、統計的処理に

必要なデータ量も十分とは言い難い。一方、蒸発散量の観測

方法は、通年観測可能な方法も含め豊富である4,5)。ソーラー

パネル設置の一次的な影響は放射収支・熱収支、特に蒸発

量への影響であり、これが浸出水、処理費用等へ二次的に影

響するという事を考えれば、その影響の元である一次的な影

響をまず明らかにする事が重要である。また、降水量と蒸発散

量から推定する合理式により浸出水量を推定する方法もあ 

る6,7)。以上の事から、ソーラーパネル設置の一次的な影響で

ある放射収支・熱収支への影響把握を本研究の中心的な課

題とした。 

ただし、蒸発散量観測は通常裸地で行われ、それ以外の構

造物下といった観測例はわずかである8)。そこで、直接ソーラ

ーパネル設置処分場での観測を行うのではなく、まず、ソーラ

ーパネル設置状況の確認を行った。さらに、処分場観測への

適用性・妥当性・問題点等の検討を兼ねて、ソーラーパネルを

模擬した実験装置において、複数の蒸発散量観測法による比

較観測を行った。本報では、主にこの模擬実験の結果につい

て報告する。 

  

 方法 

  

２．１ 予備調査 

太陽光発電設備が設置された埼玉県内の６処分場を視察

埼玉県環境科学国際センター 〒347-0115 埼玉県加須市上種足914 

図 1 地表面における熱収支 
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した。併せて、蒸発散に影響するソーラーパネル下の地表面

の状況等を確認した。 

 

２．２ 簡易蒸発計とパン蒸発計との比較観測 

パン蒸発計は通常気象観測で用いられる代表的な蒸発計

の一つである。ただし、ソーラーパネルの下に設置するのが困

難であり、ソーラーパネル設置処分場での観測には不適であ

る。一方、簡易蒸発計は、水を充填したポリ瓶にポーラスカッ

プを差し、重量変化から蒸発量を求める装置で、気象観測で

用いられるパン蒸発計と相関関係があり9)、ソーラーパネルの

下に設置するのは容易でかつ安価である。そこで、簡易蒸発

計（ウイジン製、UIZ-PE100）の精度管理等のため、市販の組

立棚を加工して

防水・防風対策

を施し、重量計

で 重 量 変 化 を

測定できるよう

に自作した上で、

パン蒸発計との

比較観測を行っ

て、有効性を検

証した（写真１）。 

 

２．３ 模擬実験 

２．３．１ 模擬パネル 

埼玉県環境科学国際センター敷地内にアングルで縦1.2m

×横1.8m×高さ1.2mのフレームを組み立て、北面は開放し、

それ以外はアングル、ビニールシート、プラスチックダンボー

ル（以下、プラダン）で上部・周囲を囲み、ソーラーパネルによ

る遮光状態を模擬した(写真２)。プラダンが日光を吸収する色

だと内部温度が高温になって、実際のパネル下の状況と異な

る恐れがあったので写真のように白色プラダンにしている。こ

の模擬パネルと、対照の隣接する裸地の２点において熱収

支・蒸発量の比較

観測を行った。処

分場での適用性・

実現可能性を考慮

しつつ、代表的と

思われる手法とし

て簡易蒸発計、自

作ライシメーター、

熱収支・ボーエン

比法を選択した。 

２．３．２ 簡易蒸発計 

簡易蒸発計（ウイジン製、UIZ-PE100）を用いた。 

２．３．３ 自作ライシメーター 

プラスチック製トロ舟（30×50×15cm）を２段重ねてライシメ

ーターを自作した。上段のトロ舟に風乾した黒ぼく土９kgと赤

土3.5kgを混合して充填し、雨水排水口を開け、下段のトロ舟

で上段からの排水を受けるようにした。このライシメーター３セ

ットを模擬パネル開口から見て横並びに穴を掘って上部だけ

が出るように埋めた。週に1、２回の頻度で、降水量、ライシメ

ーター重量、排水量等を計量し、その水収支から蒸発量を求

め、ライシメーター上部面積で除してmmに換算した。計量時

には模擬パネルのライシメーターに、降雨量相当の水を人為

的に給水し、実際のソーラーパネル下でもパネルの隙間から

降雨が滴下するのを模した。 

２．３．４ 熱収支・ボーエン比法5) 

熱収支式Rn=H+lE+Gにおいて、ボーエン比（B=H/lE）を用

いると、潜熱lE及び顕熱Hは次式で表すことができる。 

   lE=Qn/(B+1)   H=QnB/(B+1)       (式１) 

ここでQn=Rn-Gである。ボーエン比は２点の高度の温度(T)と

水蒸気圧(e)の差から次式によって求められる。 

   B=γ(T1-T2)/(e1-e2)                (式２) 

ここで、γは乾湿計定数である。日射計（英弘精機製、

ML-01）、長波放射計（Hukseflux製、HF-IR02）、温湿度計

（Onset製、S-THB-M）、熱流計（Hukseflux製、HFP01）を組み

合わせ観測装置を作成し、横並び３セットのうち真ん中のライ

シメーター上に設置した（写真３）。日射計・長波放射計（S↓・

S↑・L↓）と、地表に刺した温度計の値とステファン・ボルツマ

ンの式から算出した熱放射量（L↑）から純放射量Rn（W/m2）

を求め、熱流計で地中伝熱G（W/m2）を得た。さらに、２高度

の温湿度計から得た温度と湿度から、湿度は水蒸気圧に変換

した後、ボーエン比を算出し、式１より潜熱及び顕熱を求め

た。 

式１からわかるように、B=-1では潜熱は得られない。B=-1と

なる事は実際ないが、-1付近になる事はあり、この場合、計算

精度が悪化する事が知られている。事前観測では、模擬パネ

ルの上部プラダンに近い位置に温湿度計を設置すると、温ま

ったプラダンの影響を受けて地面近くより温度が高くなる。この

時、ボーエン比計算を行うと、ボーエン比がマイナス、顕熱が

マイナスとなり、潜熱が異常に大きくなる事態が頻発した。

Ohmuraは、誤推計の元となるボーエン比異常値を棄却するた

めの判定法を開発しており10)、当判定法で異常値棄却を行う

ことができた。本報でも当判定法によるデータ処理を行った。

写真２ パネル設備 

写真１ 簡易蒸発計(中央)。左は比較し

たパン蒸発計 

写真３ 自作ライシメーターと熱収支観測機器 



 

- 90 - 

また、当初、温湿度計の設置高度は、下位置23cm・上位置

95cmである程度上板プラダンから離していたが、2016/9/14よ

り上位置を75cmと、さらに離す事で欠測発生の抑制を図っ

た。 

 

 結果と考察 

 

３．１ 予備調査 

予備調査結果の比較概要を表１に示す。ほとんどの処分場

で借地料収入を得ており、定期的に人力による除草を行って

いる。４処分場でパネル下の地表面は土であった。パネル下・

周囲・管理用運搬通路に砂利が敷かれる場合があったが（２

処分場全面）、雨水排除工などにより、研究上意味のある浸出

水量を把握できる処分場は無かった。 

 

表１ 予備調査による処分場比較 

 運営 地表面 浸出水量 

A 借地 土 把握不可 

B 借地 土 複数区画の集合水処理・把握困難 

C リース 土・砂利等 放流水量のみ 

D 借地 
土(シート上

嵩上げ) 

シートによる雨水排除により浸出水

無 

E 借地 土 水処理施設無・把握不可 

F 借地 土・砂利等 
雨水排除抑制覆土(キャピラリーバリ

ア) 

 

３．２ 簡易蒸発計とパン蒸発計との比較観測 

図２には、模擬実験に先んじて行ったパン蒸発計との比較

検証の結果を示した。簡易蒸発計とパン蒸発計の単位が異な

るため直接比較できないが、一部測定エラーが疑われる８月

を除けば、類似した増減傾向を示した。蒸発量値比（簡易蒸

発計/パン）の値は平均0.15で、冬期に高くなる傾向があった

ものの、パン蒸発計の簡易な代替法として利用可能である。 

 

３．３ 模擬実験 

以下2016/9/2〜10/28の約２か月間の観測結果を示す。た

だし、台風によるパネル破損があった期間（9/16-9/20）につ

いては各方法とも一律欠測扱いとした。設置した降雨計による

とパネル破損期間の雨量は80mmで、それを除く期間の雨量

は114mmであった。なお、直近の鴻巣での気象庁気象記録で

は、パネル破損期間外の雨量は136mmであった11)。 

３．３．１ 簡易蒸発計による観測結果 

模擬パネルと裸地の簡易蒸発計による比較測定を行ったと

ころ、裸地564gに対して模擬パネルで445gであった。上述の

比0.15を用いるとそれぞれ、85mm、67mmとなり、模擬パネル

では蒸発量は21％減少した。 

３．３．２ 自作ライシメーターによる観測結果 

自作ライシメーターでは、裸地で79mm、模擬パネルで

45mmの結果を得た。模擬パネルでは43％減少し、簡易蒸発

計による結果と大きく異なった。ライシメーターに浸透した雨水

は下段トロ舟に排水されるものの、土壌充填上段とともに、下

段排水も計量して、その際捨ててカラにしないと下段トロ舟か

ら溢れる事態になる。降雨後はなるべく計量作業を行うように

したが、人手によるものなので常には対応できなかった。その

ため、模擬パネルのライシメーターに降雨直後に給水できず、

降雨時の湿潤状況をしばらく反映できなかった。また、裸地の

ライシメーターから雨水を排水できず、周辺土壌は乾燥してい

るにも関わらず、ライシメーターは湿潤状態であり乾燥状況を

しばらく反映できなかった。実際の土壌の湿潤状況を模せな

かった期間は短かったものの、計量・給水・排水等の自動化が

必要である。 

３．３．３ 熱収支観測結果 

図３には９月のある晴天日における日射(S↓)、長波放射 

(L↓)、純放射各量の時間変化を示した。日中急上昇する裸

地の日射量に対し、模擬パネルでのそれは10〜20％程度で

ある。一方、長波放射量は裸地・模擬パネルで大きな差はな

い。長波放射は日射と同様にパネル板での反射・吸収を受け

ていると思われるが、パネル板からは温度に応じて２次的な長

波放射を生じているため、見かけ上パネルによる低下が少なく

なっていると推測される。 

図４には測定期間中の各放射成分の累積値の熱収支をま

とめた。先述したように模擬パネルでの日射量の減少は大き

図３ 裸地・模擬パネルの日射 S↓・長波放射 L↓・ 

    純放射各量の時間変化(2016/9/10) 
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いが、長波放射量の減少が小さく、結果として純放射量は

85％減少していた。 

３．３．４ 熱収支・ボーエン比法による蒸発量推計 

推計された蒸発量は裸地で100mm、模擬パネルで39mmと

なった。ただし、10/14〜10/17の裸地観測で、気温・湿度等ボ

ーエン比を求めるために必要なデータが欠測し、蒸発量は計

算できていない。裸地ではQn 547MJ/m2に対して、顕熱は

130MJ/m2 、 潜 熱 は 244MJ/m2 、 残 り 173MJ/m2 の う ち 、

100MJ/m2が判定法による棄却分で、他は上述のデータ欠測

分にあたる。100MJ/m2のうち60MJ/m2は蒸発量の多い昼間の

欠測であり蒸発量推計に大きく影響する。一方、模擬パネル

では、Qn 96MJ/m2 に対して、顕熱は-27MJ/m2 、潜熱が

96MJ/m2、判定法による棄却分が27MJ/m2である。棄却分全

てが潜熱となる訳ではないが、欠測・棄却分があるため、過小

推計となっていると思われる。なお、棄却分の割合は温湿度

計位置変更により32％から25％と若干改善した。 

裸地に関しては熱収支・ボーエン比法は実績のある方法で

あり、後日、ライシメーター直上でない土壌地面で測定したとこ

ろデータ棄却問題は生じなかった。通常の実測方法であれば

問題はなく、裸地によるデータ棄却問題については、ライシメ

ーター直上という通常と異なる測定状況での観測であった事

によると思われる。一方、プラダンと実際のソーラーパネルで

は熱の持ち方が異なるため、実処分場のパネル下で熱収支・

ボーエン比法を行う場合は、温湿度計の設置位置の再検討

が必要である。それでもデータ棄却問題が発生する事が予想

されるため、単独での観測は避け、異常値判定での欠測を他

の観測方法で代替するなどの対応策も検討する必要がある。 

３．３．５ 各方法による蒸発量推計値の比較 

表２には、各方法による蒸発量値を示した。ただし、簡易蒸

発計が参照するパン式蒸発計は水面蒸発量であり、土壌表

面からの蒸発とは異なる。また、熱収支・ボーエン比法では、

先述したように裸地の温湿度データに一時期欠測があり、裸

地・模擬パネルともデータ棄却により、一部蒸発量の推計がで

きていない。比較のため、これら問題を改めたものが表３であ

る。表３では、全方法で温湿度データの欠測時期を省き計算

し直している。また、ライシメーターによる蒸発量値がパン蒸発

計値の８割程度という観測例12,13)があるので、簡易蒸発計の

項には、この割合を掛けて土壌表面蒸発量を推測している。

ただし、熱収支・ボーエン比法における判定棄却分は復元で

きずそのままである。 

いずれの方法でも模擬パネルでの蒸発量は減少しているこ

とから、遮光による蒸発量の減少が確認された。模擬パネルの

方は、裸地ほどに差はなく約40mmである。簡易蒸発計の蒸発

量はわずかに高いが、パン蒸発計との参照による換算係数な

ど、変動し不確定な要素があり、信頼性が劣る。熱収支・ボー

エン比法では、データ棄却分があり、実際の蒸発量は表の値

より高い可能性がある事から、ライシメーター値41mmが最も実

際値に近いと推測される。異なる方法で計測された蒸発量が、

ともに約40mmと互いに近い値を示していることから、ライシメー

ター法、熱収支・ボーエン比法等は、実処分場ソーラーパネ

ル下の観測にも適用可能であると期待できる。 

一方、裸地は方法による差が大きい。データ棄却がなけれ

ば、熱収支・ボーエン比法による推定値は100mmより高くなる

可能性があり、差は更に大きくなる。筑波での観測事例におけ

る９・10月の蒸発量は、渦相関・熱収支法、ペンマン法、熱収

支・ボーエン比法といった幾つかの方法によると、それぞれ

147mm、106mm、100mmとなっている14)。観測年や観測地によ

る変動もあると思われるが、表３では熱収支・ボーエン比法に

よる推計値がこれらの値に近く、100mmが最も信頼性が高いと

推測される。 

以上のことから、裸地での蒸発量を100mm、模擬パネルで

の蒸発量を41mmとすると、減少率は59％となる。今回の実験

が、実処分場に設置されたソーラーパネルをどの程度模擬し

ているかという問題もあり、最終的には太陽光発電を導入して

いる処分場での実測が必要となるが、実処分場でも、蒸発量

はかなり減少している可能性がある。鴻巣の過去30年の気象

記録では、降水量は平均で約1200mm程度であるが11)、年間

の蒸発量を約600mmとすると14,15)、管理型埋立地では約

600mmが浸出水または表流水となる。この時、蒸発量が59％

減少すると、浸出水または表流水となる水量は954mmとなる。

６割が浸出水になると考えると7)、浸出水量は360mmから

572mmと60％増加することになり、浸出水への影響も無視でき

ない。ただし、鴻巣の過去30年の気象記録でも、雨量は913〜

1818mmと変動しており、蒸発量減少の影響については、雨量

変動と区別するのは困難と思われる。 

表２ 裸地・模擬パネルにおける蒸発量 

 裸地(mm) 模擬パネル(mm) 

簡易蒸発計 85 67 

ライシメーター 79 45 

熱収支・ボーエン比法 100 39 

表３ 裸地・模擬パネルにおける蒸発量（比較用補正後） 

 裸地(mm) 模擬パネル(mm) 

簡易蒸発計 62 48 

ライシメーター 73 41 

熱収支・ボーエン比法 100 37 

図４ 裸地・模擬パネルの熱収支 
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 まとめ 

 

太陽光発電設備を導入した処分場において、ソーラーパネ

ル設置により純放射量の減少・蒸発量減少という一次的影響

に始まり、浸出水量増加等の二次的な影響が予想された。本

報では、まず一次的な影響である、ソーラーパネル設置による

純放射量・蒸発量への影響把握を試みた。ソーラーパネルの

ような構造物下については蒸発量を把握するための実績ある

方法がない事から、実処分場での観測の事前として、幾つか

の方法の適用可能性の検討・問題点の把握を含め、パネルを

模擬した遮光設備を用いて純放射量・蒸発量の観測を行った。

模擬パネルでの純放射量は裸地に比べて85％減少していて

おり、その結果、測定期間中の模擬パネルでの蒸発量は約

40mmであった。異なる方法による観測値がともに近似した値

であったことから、今回用いた３方法（簡易蒸発計、ライシメー

ター、熱収支・ボーエン比法）は、実際の模擬パネルでの蒸発

量を反映しており、実処分場へのソーラーパネル下の観測に

も適用可能であると期待できる。比較観測の結果、裸地に比

べて模擬パネルによる遮光下の蒸発量は59％減少した。この

減少率から、実処分場へのソーラーパネル設置した場合の浸

出水量への影響を試算したところ、60％増加が推測された。

実験設備が実処分場での状況をどの程度模擬しているかとい

う問題があるので、最終的には実処分場での観測が必要であ

り、本報で把握された各方法の問題点の検討を踏まえた上で、

実処分場への観測を進めたい。 
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